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第４章 将来の事業環境                     

 

77..11  投投資資・・財財政政計計画画（（経経営営戦戦略略））のの基基本本的的なな考考ええ方方                      

水道事業は地方公営企業であり、その地方公営企業においては、市民の日

常生活に欠くことのできない重要なサービスを提供する役割を担っており、

将来にわたってもサービスの提供を安定的に継続することが可能となるよう、

中長期的な経営の基本計画である「「経経営営戦戦略略」」を策定し、3～5 年ごとに改定

することを総務省通知により要請されています。 

本市水道事業においても、水需要の低迷により収益が減少する中で、老朽

化した施設の更新や耐震化に対する必要投資額が、物価高騰の影響等により

増大しており、厳しい経営が続くことが予測されるため、経営基盤の強化と

財政マネジメントを確立するため、本水道事業ビジョンにおける取組内容を

踏まえ、経営戦略の改定を行うこととしました。 

経営戦略における「「投投資資・・財財政政計計画画」」は、水道施設・設備の建設投資の見通

しを試算した「「投投資資試試算算」」と、財源の見通しを試算した「「財財源源試試算算」」を構成要

素とし、投資以外の経費も含めた上で、収入と支出が均衡するよう効率化や

経営健全化の取組方針を踏まえた中長期的な財政収支計画です。 

この章においては、経営戦略の考え方を基本として、2034 年度までの今

後１０年間の「「投投資資・・財財政政計計画画」」を試算しています。なお、効率化・経営健全

化の取組方針は、「第 6 章実現方策」の中で示しています。 

 

 
「 経営戦略策定・改定マニュアル（令和 4 年 1 月改定）より」 

第第 77 章章  投投資資・・財財政政計計画画（（経経営営戦戦略略））  
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77..22  投投資資試試算算                                                        

（（11））施施設設整整備備のの考考ええ方方  

安全・安心でおいしい水道水を持続的に供給するため、本計画で示した目

標実現に向けて施設整備を行います。 

水道施設の更新は、資産の長寿命化・延命化による有効活用や更新に当た

っての重要性等を踏まえ、主要となるポンプ施設等の更新、耐震化を優先的

に実施します。また、管路の更新は、基幹管路や避難施設、救急病院等の重要

給水施設までの管の耐震化を優先的に実施します。 

今後、給水量、給水収益の減少が見込まれる中、将来、多額の投資も必要に

なることが見込まれているため、施設整備・更新に当たっては、適正規模等

の合理化を踏まえた投資試算を行います。 

 

（（22））投投資資のの重重点点事事業業項項目目  

① 新規水源開発とそれに伴う施設整備事業 

② 浄水処理及びポンプ場整備事業 

③ 配水池整備事業 

④ 配水区再編事業（施設統廃合事業） 

⑤ 緊急遮断弁設置事業 

 

（（33））投投資資額額のの見見通通しし  

重点事業及び更新事業の投資額は表 7-1 及び図 7-2 に示すとおりであり、

10 年間で約 83 億円（年間平均約８億３千万円）が見込まれます。 

投資額の算定に当たっては、財源や職員数等の事業規模に見合う額を考慮

しています。 

なお、重点事業費には、事業に係る用地取得費や計画・設計の委託費を含

んでいます。 

今後、実施する更新事業により、最終年度の 2034 年度の配水池等の耐震

化率は 70.4％が見込まれ、基幹管路の耐震適合率は、図７-3 に示すように

63.6％に達することが見込まれます。   
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表 7-1 投資額の見通し 

 

 

 

 

    

単位：千円
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図７-３ 基幹管路の耐震適合率の見通し（％）
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（（44））投投資資以以外外のの経経費費  

水道施設の建設投資以外の経費の見込みについては、令和 5 年度決算値を

基本として、以下の考え方で試算します。 

 

表 7-2 投資以外の経費の考え方と設定根拠 

区分 考え方 設定根拠 

収
益
的
支
出 

職員給与費 これまで効率的な経営に努め、費用削減に取

組んできましたが、専門技術職員の確保・育成

を図りながら、施設の更新需要や耐震化事業に

備える必要があるため、職員数の削減を行わず

現状維持を前提に試算します。 

令和５年度決算値で一

定 

動力費、 

薬品費 

 社会情勢等による変動が大きいことか

ら、直近 5 年間の決算数値の平均をもとに

試算します。 

直近５年間の決算値で

一定 

 

委託費  直近 5 年間の決算の動向をもとに試算し

ますが、増加傾向であるものについては、

直近 3 年間の配管工、主任技術者等の労務

単価と燃料単価（契約）の上昇率を考慮し

て試算します。 

直近３～5 年間の決算

値で一定 

修繕費  施設・設備の延命化を図るため、現況の

費用をもとに試算します。 

直近５年間の決算値で

一定 

 

減価償却費  これまでの施設整備や今後予定する更新

事業等の事業費から試算します。 

既存資産分＋新規取得

資産による減価償却費

（法定耐用年数 40 年、

全額償却） 

資産減耗費  今後予定する更新事業に伴う除却費用を

見込んで試算します。 

令和５年度決算値＋更

新増に伴う除却費で一

定 

支払利息  既発行分と新規発行分の企業債利息を計

上します。新規分は 5 年据置の 25 年償

還、利息 2.0％で試算します。 

既存発行分＋新規発行

分 

その他営業費

用 

 配給水費の工事費の増額を見込みます。

その他の費用は、令和５年度決算値に準じ

て一定で設定します。 

令和５年度決算値＋配

給水費の工事請負費増

額で一定 

その他営業外

費用 

 令和５年度決算値に準じて一定で設定し

ます。 

令和５年度決算値で一

定 

資
本
的
支
出 

職員給与費  令和５年度決算値に準じて一定で設定し

ます。 

令和５年度決算値で一

定 

委託費  事業費の増加に伴い、委託費の増加を見

込みます。 

（令和５年度決算値＋

更新増に伴う委託費増

加分） 

企業債償還

金 

既発行分と新規発行分の企業債償還金を

計上します。  

既存発行分＋新規発行

分 

その他支出  令和５年度決算値に準じて一定で設定し

ます。 

令和５年度決算値で一

定 
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77..33  財財源源試試算算                                                        

（（11））財財源源試試算算のの考考ええ方方  

水道事業を含む地方公営企業の経営の原則は、受益者負担の原則に則った

独立採算制を基本に、水道料金収入を主たる財源として経営することになっ

ています。 

このため、財源の試算に当たっては、収納率の向上等による収入の確保に

最大限取組むことを前提とします。また、持続的な健全経営を目指すため、

以下の目標値を設定し、その目標を達成するよう、必要に応じて企業債の借

入や料金改定を検討します。 

■経経常常収収支支比比率率（（営業収益＋営業外収益）/（営業費用＋営業外費用））を

111100％％以以上上確保します。 

■料料金金回回収収率率（供給単価/給水原価）を 110000％％以以上上確保します。 

■企業債残高は類似団体の平均値と比較して少ない方ですが、給給水水収収益益にに

対対すするる企企業業債債残残高高率率を、令和４年度の類似団体の平均値 307％を参考に

330000％％以以下下にします。 

■資資金金残残高高（現金・預金）は、非常時でも経営を継続できるよう、令和 5

年度決算の給水収益に近い 14 億円程度を確保します。 

この４つの要件すべてを満たされることを条件とし、さらに、その他の財

源についても、新たな国及び県の制度などを常に情報収集し、最大限活用す

ることで受益者負担の軽減に努めます。 

個別の財源の考え方は、以下に示すとおりです。 

表 7-3 財源の考え方と設定根拠 

区分 考え方 設定根拠 

収
益
的
収
入 

料金収入 令和 5 年度決算の水道料金を給水人

口で除して年間の給水人口一人当たり

の単価を算出し、その単価に人口減少

予測を反映させて試算していますが、

人口減少による減少が見込まれるため、

上記に示した目標値を達成するよう、料

金改定率を設定し、試算します。 

一人当たりの水道料

金×給水人口 

 

 

その他の営業収入 給水装置の新設に伴う手数料や給水

負担金等です。これらが継続すること

を前提に令和５年度決算値を基準に人

口減少率を考慮して試算します。 

令和５年度決算値 

長期前受金戻入  既存資産と新規取得資産から見込ま

れる工事負担金や補助金等に対する戻

入金です。今後は工事負担金が主たる

戻入金となるため、長期前受金戻入は

減少が見込まれます。 

既存資産分＋新規資

産分 
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その他営業外収入  預金利息や旧簡易水道事業の建設改

良費の企業債利息に対する繰入金等で

す。これらが継続することを前提に令

和５年度決算値に準じて試算します。 

令和５年度決算値 

資
本
的
収
入 

企業債  これまで、将来世代への負担を軽減

するために企業債残高の削減に取組ん

できました。しかし、今後は料金収入

の減少と更新等に必要な財源の確保が

課題となりますので、必要に応じて企

業債借入を行います。 

投資財政計画上で資

金が不足する額を試

算 

 

 

他会計出資補助金 旧簡易水道事業の建設改良費の企業

債元金償還金に対する繰入金です。こ

れが継続することを前提に試算しま

す。 

現時点での繰入予定

額で試算 

 

国・県補助金 新たな国及び県の制度などを常に情

報収集し、最大限活用することに努め

ます。 

必要に応じて試算 

工事負担金 道路改良工事等に伴う水道工事や消火

栓設置の工事負担金であり、直近 5 年

間の決算値で一定で試算します。 

直近 5 年間の決算

値で試算 

（（22））給給水水収収益益（（料料金金収収入入））のの見見通通しし  

収益的収入の主な財源としての給水収益は、図 7-4 に示すように 2026 年度

までは約 14 億６千万円程度ありますが、この収益では費用を賄えず、利益を確

保できないことから、2027 年度以降、段階的な料金改定を行ない、2034 年

度には 1７億８千万円（2023 年度の 123.2％）に増加する見込みとしていま

す。 
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（現況） 図 ７－４ 給水収益（料金収入）の見通し

（百万円）
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77..44  投投資資・・財財政政計計画画                                                

（（11））投投資資・・財財政政計計画画のの見見通通しし  

 投資・財政計画の作成に当たっては、「7.2 投資試算」及び「7.3 財源試

算」で示した考え方を基本として、2025 年度から 2034 年度までの 10

年間を試算します。その結果は表 7-4 に示すように、収支が均衡した事業

経営を維持できる状況と言えます。 

 なお、2034 年度以降についても、施設更新・耐震化等に伴う事業費の

増加及び給水収益の減少傾向は続くと予想されますので、将来にわたって安

定した事業経営を継続していくために、2027 年度以降、段階的な料金改定

による財源確保を計画に含めて作成しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【横⼭配⽔池︓ＳＵＳ製半地下式】 
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表 7-4 投資・財政計画 
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（（22））収収益益的的収収支支のの見見通通しし  

 計画期間における収益的収支の見通しは、図 7-5 に示すとおりです。 

 収益的収入のうち、給水収益は、人口減少等に伴い計画当初から減少し、

2027 年度には費用を下回る見込みでありましたが、料金改定を行なうことで

収入が支出を上回り、純利益は前年度と比較し急激に上がりますが、収益的支

出のうち、委託費や減価償却費等が、物価高騰や投資の集中することなどの要

因で年々増加するため、純利益は徐々に減少していきます。 

 費用の増加を料金改定で補うことで、計画期間内は、収入が支出を上回り、

2034 年度に１億７千万円程度の純利益が予測され、将来の施設更新・耐震化

等に伴う事業費増に対応できる収支バランスのとれた状況となります。 

 

 

 

（（33））資資本本的的収収支支のの見見通通しし  

 資本的収支は建設工事等の財源のみを計上し、不足額を収益的収支から発

生する剰余金等の内部留保資金で補てんする仕組みとなっています。計画期

間における資本的収支の見通しは、図 7-6 に示すとおりです。 

 資本的収入は、他会計出資補助金と工事負担金だけであり、増加は見込んで

いないため、概ね一定の値で推移します。 

自己資金を活用して事業を実施する方針としていることから、企業債による

収入は想定しておりません。 

資本的支出のうち工事請負費は、施設整備事業が集中するため、年間 8 億円

程度を見込んでいます。 

支出に対し不足する収入は、最も多い時で 11 億円程度が見込まれますが、内

部留保資金等で補てんします。 
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図７－５ 収益的収支の見通し
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（（44））企企業業債債残残高高及及びび資資金金残残高高のの見見通通しし  

 計画期間における企業債残高及び資金残高の見通しは、図 7-7 に示すとおり

です。 

 新規の企業債借入はありませんので、企業債残高は減少します。 

 資金残高は、施設整備事業が集中し、多額の投資を必要とすることから減

少しますが、最終年度の 2034 年度の資金残高は約 15 億円（事業収益の約

83％）を確保できますので、非常時でも事業継続できる状況にあります。 
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図７－６ 資本的収支の見通し
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図７－７ 企業債残高及び資金残高の見通し

企業債残高 資金残高（百万円）
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水道料金改定による料金値上げについて 

 

本計画における水道料金改定は、現状及び今後の投資・財政計画に

基づき試算したものです。 

今後、実際の経営状況などを総合的に判断しながら、料金改定が必

要となる場合は、料金改定率やその時期について改めて、議会での審

議を経て決定されます。  

その際には、使用者である市民の皆様に御理解と御協力をいただけ

るよう、水道事業の経営状況などについて、幅広く周知を図ります。  
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